
　生活安全関連 　1億7,627万7千円
交通安全・防犯・防災関係対策費
街路灯維持費
消防運営経費

　教 育 関 連 　3億2,067万7千円
学校耐震診断事業
中学校スクールバス運行事業
高等学校生徒通学費助成金
学校給食運営費
沖縄県本部町親善交流事業
各公民館・体育施設運営費

　地域情報関連 　　   6,750万1千円
金山デジタルテレビ中継局整備事業
広報紙制作費

　住民参画関連　　　   1,632万4千円
地域ふれあい事業交付金
まちづくりプロジェクト委員会運営費

　行政運営関連 　7億3,780万5千円
職員給与費
議会運営費
行政事務関連経費
巡回窓口車「やまびこ号」運行費

　そ の 他 　6億3,941万3千円
借入金の返済経費
市町村職員・公立学校共済組合投資住宅
購入経費
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　商業・観光関連 　1億8,868万4千円
町融資利子補給金・保証料補給金
かなやま湖「湖水まつり」開催費負担金
各観光施設運営費

　福 祉 関 連 　4億1,856万9千円
社会福祉協議会補助金
在宅福祉事業
児童手当
保育所・子育て支援センター運営費
からまつ園重度棟増設資金補給金

　保健・医療関連 　　   4,150万4千円
各種住民健診・予防接種事業
町立歯科診療所用地購入費
町医療対策協議会負担金

　生活環境関連 　4億1,547万1千円
公営住宅幾寅東団地解体事業
幾寅鹿越線凍雪害防止事業
合併処理浄化槽設置整備事業補助金
ごみ処理事業
富良野衛生センター運営経費
幾寅地区簡易水道取水施設更新事業

　農業・林業関連 　2億2,206万3千円
ひ熊及び鹿捕獲奨励金
農業元気づくり事業補助金
特定中山間保全整備事業負担金
道営中山間地域総合整備事業負担金
串内草地牧場運営経費
森林管理道（間伐）狩勝線開設事業
町有林整備事業

増 減 率前年度からの増減額予 算 額会 計 名

 5.3 ％1億6,271万0千円32億4,428万8千円一 般 会 計

7.0 ％2,389万4千円3億6,308万7千円国民健康保険事業特別会計
特

別

会

計

△ 81.2 ％△ 3,736万5千円866万3千円老 人 保 健 特 別 会 計

4.0 ％137万4千円3,609万6千円後期高齢者医療事業特別会計

13.6 ％2,860万3千円2億3,905万7千円介 護 保 険 特 別 会 計

△ 2.0 ％△ 448万0千円2億2,462万6千円介護サービス事業特別会計

1.5 ％ 299万7千円1億9,796万0千円簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計

△ 7.8 ％△ 1,301万8千円1億5,372万7千円公共下水道事業特別会計

3.8 ％1億6,471万5千円44億6,750万4千円全 会 計 の 総 額

 各会計の予算額（前年度対比）
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自主財源
　5億1,356万円（15.8％）

�町税
�使用料及び手数料
�財産収入　など

依存財源
　27億3,072万8千円（84.2％）

�地方交付税
�地方譲与税
�国・道支出金　など

平成21年度
一般会計予算歳入のうち、町税や使用料・手数料など

の自主財源の割合が低く、地方交付税や補
助金など国や道から交付される財源に大き
く依存しています。
このため、国や道の財政事情や制度改正
などにより、町の財政運営が大きく影響を
受けることになります。

 依存型の財源構造

年度別予算規模の推移（一般会計の当初予算額）

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

60億円

50億円

40億円

30億円

20億円

10億円

51億559万3千円
 38億
 5,524万0千円

 37億
 69万6千円

 37億
 8,347万6千円

 43億
 3,587万2千円

 30億
 8,157万8千円

 32億
 4,428万8千円
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歳入予算の6割を占める地方交付税は、全国画一の算定方法で算出される「普通交付税」と各市町村の特殊事情
や災害発生などにより額が算定される「特別交付税」とに区分して交付されています。また、平成13年度からは国
の地方交付税財源の見直しにより、普通交付税の一部を市町村が「臨時財政対策債」を借入れて財源を確保してい
ます。しかし、これらは国における三位一体改革で大幅に減額されており、臨時財政対策債を増額することで前年
度とほぼ同額が確保されるものの、町の厳しい財政運営に変わりはありません。

 地方交付税の減額

30億円

25億円

20億円

15億円

10億円

5億円

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

地方交付税と臨時財政対策債の推移 普通交付税 特別交付税 臨時財政対策債

（注） 20年度までは実績額、21年度は予算額

（単位：千円）

21年度20年度19年度18年度17年度16年度15年度年　　度

225,758145,321155,145171,000179,900233,200346,600臨時財政対策債

100,000114,609111,163107,804120,161136,008151,037特 別 交 付 税

1,934,0002,021,7542,015,6632,021,6202,048,5382,022,5222,209,092普 通 交 付 税

2,259,7582,281,6842,281,9712,300,4242,348,5992,391,7302,706,729計


